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第２節 個別的労使紛争のあっせん 

 

１ 概 要 

 (1) 概 況 

      近年の労働市場の変化に伴い、雇用形態の多様化及び労働条件の個別化が急速に進み

個々の労働者と使用者との間で解雇などを含む雇用・労働条件をめぐる紛争（個別的労

使紛争）が増加している。こうした状況を受け、当労働委員会では、公正な立場で紛争

の迅速かつ円滑な解決を支援することを目的とし、平成１４年１月から「個別的労使紛

争のあっせん」制度を実施しているところである。（知事委任事務） 

平成２７年中の新規申請件数は１６件で、１５件が年内に終結した。（第１表） 

(2)  新規申請状況 

ア 申請者別 

全て労働者からの申請であった。 

   イ 申請月別 

   申請月別にみると、３月及び８月が各３件、２月及び５月が各２件、１月、６

月、７月、９月、１１月、１２月が各１件となっている。（第２表） 

   ウ 企業規模別 

         企業規模別にみると、従業員９人以下が２件、１０人以上１９人以下が１件、２０

人以上４９人以下が３件、１００人以上２９９人以下が３件、３００人以上が７件と

なっている。（第３表） 

   エ 業種別 

業種別にみると、「社会保険・社会福祉・介護事業」が４件、「道路貨物運送業」

が２件、「食料品製造業」など１０業種が各１件となっている。（第４表） 

   オ あっせんを求める事項別 

   あっせんを求める事項別にみると、「パワハラ・嫌がらせ」に関するものが９件、

「解雇」に関するものが８件、「退職」に関するものが３件、「セクハラ」に関す

るものが３件、「配置転換、出向・転籍」に関するものが２件、「賃金未払」、「労

働時間」、「年次有給休暇」に関するものが各１件となっている。（第５表） 

カ 雇用形態別 

  雇用形態別にみると、正社員に関するものが１０件、パート等に関するものが６件

となっている。 

 (3)  終結状況 

   ア 終結形態別 

終結状況を形態別にみると、解決５件、打切り８件、取下げ２件となっている。 

（第６表） 

   イ 係属日数 

     終結した１５件の係属日数については、最短１２日、最長６１日であり、平均係

属日数は３５．７日であった。（第７表） 
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（単位：件、％）

（単位：件）

（単位：件、％）

年
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1 2

18.8

43.8

100.0

33.3

0.0

3

7

100.0

14.3

16

0.0

　　　　　　　1～9

　　　　　　50～99

2 28.6

25年

構成比 件数件数

6.3
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0.0

6.3
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0.0
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1 2

1

11月
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第３表　企業規模別新規申請状況
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第１表　個別的労使紛争あっせん取扱状況

第２表　月別新規申請状況
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（単位：件）

（注）１つの事件について該当事項が複数の場合があり、取扱件数とは一致しない。

その他の労働条件

賃金未払

賃金増額

賃金減額

一時金

退職一時金

解雇手当

休業手当

諸手当

その他賃金

賃
金
等

年金（企業年金・厚生年金等）

懲
戒
処
分

配置転換、出向・転籍

整理解雇

労
働
条
件
等

労働契約

労働時間

休日・休暇

年次有給休暇

育児休業・介護休業

社会保険

労働保険

安全・衛生

福利厚生制度

時間外労働

退職強要

契約更新拒否・雇止め

懲戒解雇

懲戒解雇以外懲戒処分

復職

退職

勤務延長、再雇用

その他経営又は人事

合　　　　　　　計 11 3 28

3 1 9

そ　　　の　　　他 3

職場の
人　間
関　係

セクハラ

パワハラ・嫌がらせ

3

1

1

1

2

3

1

1 1

1

第５表　あっせんを求める事項別新規申請状況
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又
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（単位：件）

（単位：件、日）

       区分

年

取下げ

30日
～39日

40日
～49日

50日
～59日

7

16 16

25年

26年

27年

1

平　　均
係属日数

13

解決

6

8 2 1

3

5

4

第７表　係属日数別取扱状況

第６表　個別的労使紛争あっせん終結状況
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繰越し打切り
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年
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1
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